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要　　旨
　本稿は，2016年12月 5 日に日本大学文理学部において開催された公益社団法人 日本地下水学会主
催のシンポジウム「水循環基本計画の下での地下水に関する取り組み」において講演した内容に基
づいて，これを加筆・修正したものである。わが国において，地下水を含む循環する水が初めて法的
に位置づけられた「水循環基本法」の成立を受けて，「水循環基本計画」が2015年 7 月10日に閣議決
定された。この決定から間もなく二年が経過しようとしている現時点において，本基本計画に基づい
た施策の進捗状況を踏まえ，地下水学の観点から「流域水循環に果たす地下水の役割」，「地下水流動
の可視化」，「地下水ガバナンス」について述べ，水循環に関する施策の推進を図るための主な課題に
ついて記した。また，「持続可能な地下水の保全と利用」に関する重要課題として，個別法としての
「地下水保全法」の制定が必要不可欠であることを指摘した。
キーワード：水循環基本計画，流域水循環，地下水，地下水流動の可視化，地下水ガバナンス，地下水
保全法
1 ．はじめに
　2014年 4 月 2 日に予ねてからの懸案であった
「水循環基本法」が公布され，同年 7 月 1 日に施
行された。本法律は，地下水を含む循環する水が
「国民共有の貴重な財産であり，公共性の高いも
の」であることを謳い，全ての国民がその恵沢を
将来にわたって享受できる環境を確保することな
ど 5 つの基本理念を掲げている。今回成立した水
循環基本法によって，地下水を含む循環する水が
国民の「共有財産（資源）」として法的に位置づ
けられることになった。特に地下水については，
規制法としてのいわゆる「用水二法（「工業用水法」
と略称「ビル用水法」）」を除いて，地下水政策全
般についての理念やその方向性を定める法律が存
在していなかった中で，その法的根拠ができたこ
とは画期的なことである。
　また，本法律の制定を受けて，「水循環基本計
画」が2015年 7 月10日に閣議決定された。本基本
計画の第 2 部「水循環に関する施策に関し，政府
が総合的かつ計画的に講ずべき施策」では，流域
連携の推進等―流域の総合的かつ一体的な管理の
特集　水循環基本計画の下での地下水に関する取り組み
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枠組み―において，「流域水循環協議会の設置と
流域水循環計画の策定」により，「流域の総合的
かつ一体的な管理を行う」としている。また，地
下水については，地域の実情に応じた「地下水協
議会」を設置し，「地下水マネジメント」を計画
的に実施することによって，「持続可能な地下水
の保全と利用の推進を図る」としている。
　水循環基本計画が閣議決定されてから二年が経
過しようとしている現時点において，本基本計画
に基づいた施策の進捗状況を踏まえ，ここでは地
下水学から見た主な課題について記すことにす
る。
2 ．流域水循環に果たす地下水の役割
　水循環の最も基本的な地域単位は「流域」であ
る。流域は三次元の空間構造から成り，入力とし
ての降水量を出力としての流量と蒸発散量に変換
する仕組みを有している。図 1 は，流域の水循環
システムを模式的に表したものである（Freeze, 
1974）。地表面下には土壌水帯と地下水帯が存在
し，地表面から浸透した水はこの中をポテンシャ
ル流として流動している。
　地下水の流れが「涵養－流動－流出」という空
間的な拡がりを持つ連続した系として水循環の一
環を構成しているとの認識は，Tóth（1963）に
よって提示された「地下水流動系（groundwater 
flow system）」という概念によって知られてい
る。しかし，「地表水と一体の地下水」，すなわち
地下水と河川水との交流関係が科学的に解明され
るのは1970年代後半から1980年代に入ってから
であり（例えば，辻村・田中，1996；Genereux 
and Hooper, 1998; 榧根，2000など），その実態は
一般的には良く知られていなかった。1970年代半
ばからの環境同位体測定技術の向上と野外での実
証的研究の進展によって，わが国を含む中緯度湿
潤地域の植生に覆われた自然流域（扇状地河川や
天井川を除く）における水循環の方向が「降水→
土壌水→地下水→地表水（河川水・湖沼水）」で
あることが水文科学者の間で広く認識されるよう
になったのは1980年代半ばから1990年代に入っ
てからである（例えば，Kendall and McDonnell, 
1998）。
　表 1 は，中緯度湿潤地域での環境同位体を用い
たハイドログラフの分離結果をまとめたものであ
る（田中，1982）。表 1 から明らかなように，中
緯度湿潤地域の植生に覆われた流域においては，
対象流域の地域的な違いや対象流域の大小を問わ
ず，総流出に占める地下水流出の割合は60～90％
であり，流出ピーク時においても60～80％が地下
水流出成分によって占められていることが共通の
結論として得られている。この表は，1982年当時
にまとめたものであり，引用された文献年代がや
や古いものとなっているが，同様な研究はその後
も着実に蓄積されており（例えば，辻村・田中，
1996；Genereux and Hooper, 1998など），河川の
源流部では流出に占める地下水流出成分の割合が
一般に考えられているよりもはるかに大きく，ま
た，植生に覆われた山地流域では，斜面の全ての
部分から一様にホートン地表流が発生することは
稀であることが明らかにされたと言える。この事
実は，近年（20世紀）における水文科学の最も重
要な発見の一つであるとされ，わが国における森
林土壌の最終浸透能の値や豪雨時においても森林
に覆われた山腹斜面では表面流出はほとんど生じ
ないという観測事実とも矛盾しないことが確認
されている（例えば，Tanaka et al., 1988; 田中，
1996）。
　扇状地河川注）や天井川を例外として，わが国を
含む中緯度湿潤地域の植生に覆われた自然流域に
おける基本的な水循環の方向が「降水→土壌水→
地下水→地表水（河川水・湖沼水）」であること
図 1　流域の水循環システムを示す模式図（Freeze, 1974
を修正）．
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は，地表面下で生起する地下水の流れ（地下水流
動系）は，流域への入力となる降水と流域からの
出力となる地表水とを結びつける重要な役割を果
たしていることになり，流域水循環システムを考
える上での基幹循環系を構成していることになる
（田中，1996）。すなわち，流域水循環システムを
解明するためには，その流域における地下水流動
系の解明が基本的に重要であることを意味してい
る。
　1993年に制定された「環境基本法」の施行を受
けて，翌1994年に閣議決定された「環境基本計
画」において，水環境，地盤環境の保全に関し，
「健全な水循環系の構築」が掲げられた。これを
受けて，1997年には「河川法」が改正され，これ
までの線としての河川行政から流域を単位とした
河川行政への転換が図られた。また，流域におけ
る健全な水循環系の構築に関しては，「河川審議
会答申」（河川審議会，1996）や「中央環境審議
会（意見具申）」（中央環境審議会，1999）の中で
その基本的な考え方が示された。「中央環境審議
会（意見具申）」では，前年に公表された有識者
懇談会による「健全な水循環の確保に関する懇談
会報告」（環境庁水質保全局，1998）を受けて，
水循環計画の策定に当たって，自然の水循環系と
それに果たす地下水の役割の重要性がその冒頭に
記載されている。また，時を同じくして，米国地
質調査所は“Ground Water and Surface Water, A 
Single Resource”を1998年に公表している（Winter 
et al., 1998）。
　今回の水循環基本計画における施策の中心とな
る流域の総合的かつ一体的な管理の考え方は，上
記の経緯等を踏まえたものと思われ，その実施に
当たっては地下水を中心とした流域の水循環を基
本とすることが重要である。
3 ．地下水流動の可視化
　地下水の流れは，Hubbert（1940）によって物
理的に定義された流体ポテンシャルに基づいて，
ポテンシャル流として記述することができる。水
を非圧縮性流体と考え，大気圧を基準にすると，
流体ポテンシャルは次式のように水柱高で表わさ
れる（図 2 ）。
表 1　環境同位体を用いたハイドログラフの分離結果（田中，1982 を修正）．
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h＝z＋ψ
ここで，h は水理水頭［L］，z は重力水頭［L］，
ψは圧力水頭［L］である。均質等方性媒体中で
は，水は等ポテンシャル線と直交する方向へ移動
する（図 1 を参照）。地下水帯の圧力水頭はピエ
ゾメータで測定することができる。ピエゾメータ
中に現れる水面のピエゾメータ底からの高さが，
ピエゾメータ埋設深度における圧力水頭である。
また，水理水頭は基準面（一般的には海面）から
測ったピエゾメータ中の水面の高さ（海面を基準
面とした場合には水面標高）に等しい。なお，負
圧状態で存在する土壌水帯の圧力水頭はテンシオ
メータで測定することができる。
　地下水の地域的流動状態を調べる方法にはいく
つかの方法がある。理論的方法では地下水の運動
方程式の解を用いる。経験的方法ではピエゾメー
タで水理水頭の三次元空間分布を測定するのが一
般的である。また，水温や水質，同位体をトレー
サーとしてその地域的分布から地下水の流動状態
を推定できる場合もある。
　Tóth（1963）は，定常地下水運動方程式を境
界値問題として解析的に解き，鉛直二次元断面に
おけるポテンシャル分布に基づいて広域地下水流
動に関する検討を行った。その結果，地下水の流
れは地下水面の起伏，すなわち地形の起伏に規制
されて，局地・中間・地域と呼ばれるそれぞれ規
模の異なる流動系を形成し，広域地下水流動の空
間構造は重層かつ階層構造を呈することを明らか
にした。一連の解析結果に基づいて Tóth（1963）
は，先に述べた「地下水流動系（Groundwater 
flow system）」という概念を提示した。これは地
下水の流れを「涵養－流動－流出」という空間的
な拡がりを持つ連続した系と認識し，地下水を水
循環の一環として捉えようとする点にその科学的
な意味がある。こうした流動系が実際に存在する
ことは，ピエゾメータ群による水理水頭の三次元
分布の観測や環境同位体をトレーサーとする野外
での実証的な研究によって確認されている（例え
ば，榧根，1980）。
　また，Tóth（1963）による地下水流動系という
概念の提示は，地下水の流れ（地下水流動系）を
「可視化」することが可能になったという点にお
いて重要な意味を持つ。図 3 は，滞留時間を異に
する地下水流動系のあり方を模式的に示したもの
である（Tóth, 1995）。図から，地下水は帯水層
図 2　ピエゾメータと水理水頭，重力水頭，圧力水頭の関
係を示す模式図（Freeze and Cherry, 1979 を修正）．
図 3　滞留時間を異にする地下水流動系のあり方を示す模式図（Tóth，1995 を修正）．
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中ではなく，帯水層 - 加圧層群中を三次元的に流
動している様子を読み取ることができる。地下水
が涵養－流動－流出という水循環プロセスを介し
て，土壌水や河川水・湖沼水といった地表水と交
流を持つ水として位置づけられることは図 3 から
も想定され，地下水が単に水資源の対象としてば
かりではなく，地表水体と交流を持つ循環する水
の一部として地表環境や地中環境の保全等に深く
関与していることが示唆される。先に記した米国
地質調査所のレポートにおいても，図 3 と全く同
様な図が掲載されている。
　一方，Freeze and Witherspoon（1967）は数値
シミュレーションによって Tóth のモデルを発展
させ，均質帯水層とともに不均質・異方性帯水層
についての解を可能にした（図 4 ）。この数値シ
ミュレーション技術は，今日では三次元非定常流
や統合型流域モデリングによる地下水流動解析
（例えば，森ほか，2015）にまで拡張されている。
図 5 は，統合型流域モデリングによる地表水 - 地
下水結合流れの数値シミュレーション結果を示し
たものである。この図は，Tóth（1995）が模式図
として図 3 に示した地下水と河川水の関係を良く
図 4 　均質・不均質帯水層についての数値シミュレーション結果（Freeze and 
Witherspoon, 1967 に加筆）．
　　　図中の K は透水係数で，相対値で示す． 縦軸，横軸も相対値．
図 5　統合型流域モデリングによる地表水 - 地下水結合流
れの数値シミュレーション結果（森ほか，2015 を
修正）．
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表現していると言える。
　地下水マネジメントを実施する際の基礎的情報
となる地下水流動の実態把握は，それをまず可視
化することが重要であり，上記したように，その
手法は既に整備されていると言える。日本地下水
学会が創立50周年記念として出版した「見えない
巨大水脈 地下水の科学」（日本地下水学会・井田，
2009）は「世界を知る101冊―科学から何が見え
るか―」（海部，2011）に取り上げられ，この中
で著者の海部宣男氏は以下のように述べている。
　 「本書は丁寧に状況や対策を取り上げるが，地
下水は回復が難しい。そこで，地下水を可視化
し動態も含めて総合的に理解する「地下水の流
域管理」という概念が生れた。目に見えなかっ
た地下水にも，川や空気同様「公共のもの」と
いう考えが育っている。私たちにとって，大事
な水だ。その重要な部分を担う地下水が見えて
きたことは，ともかく大きな進歩である。」と。
海部氏によるこの評からは，目では直接確認する
ことが出来ない地下水の流動状態を可視化するこ
とが如何に重要であるかが分かる。
　先にも記したように，地下水の流動状態を可視
化する基本は，水理水頭の三次元空間分布を明ら
かにすることであり，その手始めとしては既存の
井戸あるいは観測井の水位データを収集・整理
し，解析に用いることが考えられる。そのために
は，地下水に関する基礎データを地下水情報（例
えば，丸井，2016）として一元管理し，共有化す
るシステムを構築する必要がある。と同時に，専
門知識を有し，基礎データを科学的に解析できる
人材や効率的にシステムを運用管理できる人材の
育成が急務である。これらの点に関しては，水循
環基本計画においても第 2 部の「 6（ 1 ）流域に
おける水循環の現状に関する調査」や同「 9 水循
環に関わる人材の育成」に，「政府が総合的かつ
計画的に講ずべき施策」として掲げられており，
今後それらを如何に実効性のあるものにして行く
かが問われるものと思われる。
4 ．「地下水マネジメント」から「地下水ガバナ
ンス」へ
　 地 下 水 を 含 め た「 共 有 自 然 資 源（shared 
natural resources）」の持続可能な利用と保全に関
し，2009年のノーベル経済学賞を受賞した Elinor 
Ostrom 女史はその有効な方法として，「国家統
制」や「市場原理」といった従来の考え方による
解決ではなく，第三の方法として，共有資源を利
用しようとする当事者が自主的なルールを取り決
めて保全管理するという「セルフガバナンス（自
主統治）」が必要であることを明らかにしている
（岡田，2009）。そして，共有資源のセルフガバナ
ンスが成功するために必要な条件の一つとして，
当事者による共有資源の「モニタリング」の重要
性を挙げている。このことは，わが国の先進自治
体において，地下水は地域住民の共有資源である
という認識の下に，当該自治体の条例等によって
地下水の保全管理が行われているという実態をも
良く説明し得るものと言える（田中，2015）。
　また，世界における地下水資源の保全管理
に 係 わ る 新 た な 動 き と し て，UNESCO-IHP, 
GEF（Global Environment Facility），IAH, FAO, 
World Bank による国際共同プロジェクトである
“Groundwater Governance: A Global Framework 
for Action”（2011-2014）がある。その主たる目
的は，健全な地下水資源管理のための一般的理念
と行動のための包括的な枠組みの構築であり，こ
れまでの「地下水マネジメント」から更に一歩進
めた「地下水ガバナンス」の確立を目指すもので
ある。この結果は，“Global Framework for Action 
to achieve the vision on Groundwater Governance”
（FAO, 2015）としてまとめられ，2015年 4 月に韓
国で開催された「第 7 回世界水フォーラム（World 
Water Forum 7）」で公表された。さらに，スイ
スに本部を置く Earth Security Group は，“CEO 
Briefing: Global Depletion of Aquifers; Global 
companies must take an active role in groundwater 
governance to avoid existential risks”（Earth 
Security Group, 2016）において，「迫りくる地下
水資源リスクを避けるために，グローバル企業は
地下水ガバナンスに関して積極的な役割を担う必
要がある」との緊急レポートを公表している。こ
れらの動向からは，世界の潮流は地下水マネジメ
ントから地下水ガバナンスに移りつつあることが
読み取れる。
　宇野（2016）によれば，「マネジメント」の語
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源はラテン語である‘manus’に由来し，手を使っ
て何かを扱うことを指し，そこからものごとを巧
みに「管理」するという意味が派生し，現在に至っ
ていると言う。水循環基本計画では，「流域マネ
ジメント」あるいは「地下水マネジメント」とい
う使い方をしているが，上記のマネジメントの意
味からすると，この流域マネジメントは「流域管
理」を，地下水マネジメントは「地下水管理」を
指すことになる。
　翻って，わが国におけるこれまでの流域管理あ
るいは地下水管理の状況を見てみると，いずれの
場合も中央集権制の下に，国，地方自治体という
各行政区域の範疇内においてトップダウン型の垂
直的な管理体制が維持され，かつ，事後的な管理
形態となっている場合が多い。こうした管理体制
の弊害として，管理目的が限定されること，そし
て管理主体が限定されることが挙げられ，現在で
はその限界を露呈する状況となっていることが指
摘されている（例えば，谷内，2009；大塚，2010
など）。こうした問題を克服するべく提起された
新たな概念が「ガバナンス」である。
　流域ガバナンスや地下水ガバナンスにおいて
は，管理の主体は行政や専門家だけではなく，そ
れに加えて市民，企業，NPO/NGO 等との関係
を重視し，相互の垂直的・水平的関係によるボト
ムアップ的・自治的な協働型の管理体制を構築す
ることに大きな特徴を有する。また，管理形態に
おいては，計画と学習の繰り返しによる適応的・
順応的管理が求められる（大塚，2008；八木・武
村，2015）。流域ガバナンスでは流域資源を，地
下水ガバナンスでは地下水資源を「持続可能な状
態で保全・利用する」ための体制と制度（仕組み）
をどう構築するかが重要であり，またその構築プ
ロセスそのものが重視される。そして，それらの
取り組みに必要な資金の確保と費用負担のメカニ
ズムをどのように確保するかも重要となる（大
塚，2010）。
　一方，政治学者の曽根（2008）は，「ガバナン
スとは意思決定やマネジメントに規律をもたらせ
るメカニズムのことであり，誰に権限と責任があ
るかを明確にし，それを監視し点検できるように
しておくことである」と記している。また，「時
にして，ガバナンスもマネジメントも同じに扱わ
れる場合があるので，議論が混乱することが多
い。本来はガバナンス，マネジメント，サービス
の議論は区別されるべきことなのである」とも記
している。
　地下水ガバナンスについては，国際的に議論が
始まったところであり，国内的にもそれほど研究
例は多くはないが，最近において地下水ガバナン
スに言及する論文も徐々に増えつつある（例え
ば，的場，2010；Tanaka，2014；田中，2014，
2015，2016；八木・武村，2015；上野，2016；谷口，
2016など）。また，東京大学社会科学研究所は，
「ガバナンスをめぐる議論には，現代の世界およ
び日本がかかえる課題が凝縮している」との見地
から，全所的研究プロジェクト「ガバナンスを問
い直す」を2010年度に発足させ， 5 年間にわたる
プロジェクトの成果を二分冊として取りまとめて
いる（大沢・佐藤編，2016a，2016b）。内容は多
岐にわたっているが，ガバナンスという言葉（概
念）の歴史的起源とその変遷や前記したマネジメ
ントとの対比，公共的課題への対処として，国家
による統治の相対化現象としてのガバナンスとそ
の正統性問題など，地下水ガバナンスを考える上
で参考になる事項が検討されている。
　水循環基本法の枠組み構造に組み込む形で地下
水ガバナンスの仕組みを試案として示したものが
図 6 である。この試案の仕組みについては田中
（2015）に記したが，ここで簡単に触れておく。
この仕組みは，大きく，地下水を保全管理する主
体と各種施策を事業として実施する組織とから構
成される。まず，地下水保全政策を決めるための
法令に基づいた意思決定機関（または機構）が必
要である。この意思決定機関は，地方公共団体単
独の場合もあり得るし，場合によっては地下水域
を単位とした広域連携の場合も考えられる。地方
自治体における現行の地下水保全政策等を参考に
すると，この意思決定機関の形態としては，審議
会方式，協議会方式，財団方式など様々な形態が
考えられる（環境省地下水・地盤環境室，2015，
2016）。地下水流動と地下水利用のあり方は，対
象地域の自然環境や社会・経済的条件，歴史・文
化的経緯等によって多様であり，地域性の強い現
象であることから，どの方式を採用するかについ
ては，ケーススタディ（先行事例）等を参考にそ
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れぞれの地域の課題や政策に見合った方式を検討
する必要がある。
　また，この意思決定機関とは別に，政策を提
言・評価するための専門的な知見を有する学識経
験者からなる仕組み（仮称として，以下「諮問委
員会」と記す）が必要である。この諮問委員会は，
地下水や水循環を専門とする学識経験者に加え，
政策立案やその評価に専門的知識を有する法学等
の学識経験者，社会学や社会経済学等を専門とす
る学識経験者等から構成されることが望ましい。
この諮問委員会は，地域における地下水流動の実
態を可視化し，現状把握や将来予測，地下水利用
に対する課金制度等，広く地下水保全政策全般に
わたって必要な助言や勧告を行う組織として位置
づけられる。
　次に，個々の施策を事業として実施する仕組み
が必要となる。この仕組みは，行政機関のみなら
ず市民，企業，NPO/NGO 等が一体となり，意
思決定機関が定めた長期のマスタープランを達成
するためのアクションプランを策定し，それらの
施策を展開することが期待される。
　なお，意思決定機関や関係者相互の連携組織の
運営には財源が必要となる。これに関連した現行
制度の下での事例としては以下のものが挙げられ
る。まず，地下水保全のための財政政策として協
力金の徴収と基金の創設が定められている地下水
条例として，秦野市条例，座間市条例，京都市大
山崎町条例などがある（千葉，2014）。また，く
まもと地下水財団の場合は，行政が地下水採取量
に応じて一定の負担金を供出し，そのほか賛助会
からの会費・寄付等を財源としている（田中，
2015；環境省地下水・地盤環境室，2015）。
　上記した内容を踏まえて，水循環基本計画にお
ける「地下水マネジメント」と筆者が考える試案
としての「地下水ガバナンス」との比較を表 2 に
示す。この表の作成に当たっては，水循環政策本
部が作成した「地下水マネジメント導入のススメ」
（内閣官房水循環政策本部事務局，2017）も参考
にした。また，比較項目については，流域ガバナ
ンスを検討する上で欠かせない要素は，「参加と
パートナーシップ」，「組織と制度」，「資金調達と
費用負担」とされており（大塚，2008），これを
参考に関連する項目を中心に取りまとめを行っ
た。
　水循環基本計画では，「持続可能な地下水の保
全と利用の推進を図るため，「地下水マネジメン
図 6　水循環基本法の枠組み構造と地下水ガバナンス試案（田中，2015 を修正）．
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ト」を計画的に推進し，そのための体制の整備と
して，地方公共団体，国の地方支分部局，地下水
採取者や利用者等から構成される「地下水協議
会」を設置するよう努めるものとする。」として
いる。この範疇において，協働型システムとして
の地下水協議会は地下水をマネジメント（管理）
するための組織であり，「組織が重要な決定や舵
取りをする時に，誰が権限や責任をもつのか，ま
た，その運営のチェックのメカニズムをどうする
か規定すること」（曽根，2008）といったガバナ
ンスの視点が欠けていると言える。また，合意形
成や問題認識の範囲等に関して，記載はされてい
るもののその範囲は限定的なものとなっている。
さらに，政策統合や管理形態，資金調達など，水
循環基本法の理念に沿った地下水保全政策を推進
する上で重要となる項目については触れられてい
ない。利害関係が複雑に絡み合う地下水資源につ
いて，持続可能な保全と利用を推進するために実
効性ある施策を展開する上では，地下水ガバナン
スの仕組みを構築することが必要不可欠であり，
最重要課題であるものと思われる。
5 ．おわりに
　「水循環基本法」の制定は，三つの点において
重要な意味を持つと言える。その一つは「水循
環」という用語が初めて法律レベルで規定され，
定義されたこと，二つ目は地下水を含む循環する
「水」が「国民の共有財産」として，その「公共
性」が規定されたこと，そして三つ目は「健全な
水循環の維持又は回復」という価値判断に係わる
形容詞が自然現象に対して使われたことである。
さらに，水循環基本法の考え方や同基本計画の内
容は，結果として水循環に関わる学術的な研究成
表 2　水循環基本計画における「地下水マネジメント」と試案としての「地下水ガバナンス」の比較．
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果を反映したものであると言うことができるであ
ろう。
　本稿では，今回のシンポジウムのテーマである
「水循環基本計画の下での地下水に関する取り組
み」について，地下水学の観点から当面の課題に
ついて記した。水循環基本計画に記載されている
施策の内容は多岐にわたっており，その実施に当
たっての課題は山積していると言えるが，主な課
題としては，健全な水循環の維持又は回復をキー
ワードとして，その実効性を図るための協働型シ
ステムとしての流域ガバナンスあるいは地下水ガ
バナンスを如何に構築して行くかが求められるも
のと思われる。また，地下水情報のデータベース
化とその一元管理，情報の共有化，人材育成や教
育等についての施策を如何に具体化し，実効性の
あるものとして行くかも大きな課題である。さら
には，共有資源の観点から，持続可能な地下水の
保全と利用の推進を図る上では，少なくとも井戸
の届出制，揚水量の報告義務，土地所有者の責
務，地下水ガバナンスの理念とその仕組みを盛り
込んだ個別法としての「地下水保全法」（例えば，
田中，2016）の制定が必要不可欠なことである。
この地下水保全法の制定に当たっては，水循環基
本法の施行を受けて「地下水保全法案」を議員立
法として第189回国会（会期：2015年 1 月26日－
同 9 月27日）に上程する動きが見られたが，諸般
の事情によってそのスケジュールは達成されな
かったという経緯がある（田中，2016）。この苦
い経験を生かし，その実現を図ることが緊急の課
題であるものと思われる。
注
　わが国の扇状地の分布については，「面積2km2
以上，平均勾配 2‰以上の扇状地を持つ河川は，
日本列島に490箇所あり，その平均扇状地面積は
6.3km2」とされている（斉藤，1994）。この数値
から求められるわが国の扇状地面積は約3087km2
であり，これは国土面積（378,000km2）の0.8％，
全森林面積（国土面積の約66％）の1.2％を占め
るに過ぎない。
参考文献
上野眞也（2016）：コモンズとしての地下水保全政策．
嶋田　純・上野眞也編「持続可能な地下水利用に向
けた挑戦－地下水先進地域熊本からの発信－」，熊本
大学政創研叢書 9 ，成文堂，153-177.
宇野重規（2016）：政治思想史におけるガバナンス．大
沢真理・佐藤岩夫編「ガバナンスを問い直す［I］越
境する理論のゆくえ」，東京大学出版会，第 1 章，21-
40.
大沢真理・佐藤岩夫編（2016a）：「ガバナンスを問い
直す［I］ 越境する理論のゆくえ」．東京大学出版会，
254p.
大沢真理・佐藤岩夫編（2016b）：「ガバナンスを問い直
す［II］ 市場・社会の変容と改革政治」．東京大学出
版会，286p.
大塚健司（2008）：流域ガバナンスの視座－中国・日本
における制度改革の模索－．大塚健司編「流域ガバ
ナンス－中国・日本の課題と国際協力の展望」，アジ
ア経済研究所，序章，3-32.
大塚健司（2010）：中国の水環境問題の解決に向けたガ
バナンス－太湖流域へのアプローチ－．大塚健司編
「中国の水環境保全とガバナンス－太湖流域における
制度構築に向けて－，序章，3-34.
岡田　章（2009）：エリノア・オストロム教授のノーベ
ル経済学賞の意義．PDF 4p，http://www.econ.hit-u.
ac.jp/~aokada/kakengame/Dr.Elinor%20Ostrom_
Nobel%Prize%in%20Economics.pdf（2009.10.30閲覧）．
海部宣男（2011）：「世界を知る101冊－科学から何が見
えるか－」．岩波書店，251p.
河川審議会（1996）：「21世紀の社会を展望した今後の河
川整備の基本的方向について」－河川審議会答申－． 
河川，1996-7月号，41-57.
榧根　勇（1980）：「水文学」．大明堂，272p．
榧根　勇（2000）：20世紀の地下水と私．地下水技術，
42（10），1-5.
環境省地下水・地盤環境室（2015）：「「地下水保全」事
例集－地下水保全と持続可能な地下水利用のため 
に－」．106p.
環境省地下水・地盤環境室（2016）：「「地下水保全」ガ
イドライン－地下水保全と持続可能な地下水利用の
ために－」．65p.
環境庁水質保全局（1998）：「健全な水循環の確保に向
地下水学会誌　第 60 巻第 1 号　17 ～ 28（2018）
―　26　―
けて－豊かな恩恵を永続的なものとするために－」．
健全な水循環の確保に関する懇談会報告，71p．
斉藤亭治（1994）：日本における扇状地規模と気候条件
との関係．埼玉大学教育学部 地理学研究報告，14号，
1-11.
曽根泰教（2008）：「日本ガバナンス－「改革」と「先送り」
の政治と経済－」．東信堂，454p.
田中　正（1982）：水文学における同位体利用の研究
動向－地中水の循環に関する研究を事例として－．
京都大学防災研究所附属水資源研究センター研究報
告，2 ，3-22.
田中　正（1996）：地下水循環と環境．地下水技術，
38（12），5-14.
田中　正（2014）：水循環の視点から地下水を捉える．
地下水学会誌，56（1），3-14.
田中　正（2015）：これからの地下水ガバナンス．地下
水学会誌，57（1），73-82.
田中　正（2016）：地下水保全法案の作成経過とシンポ
ジウム総合討論のまとめ－地下水保全法のあるべき
姿を目指して－. 地下水学会誌，68（3），315-341.
谷口真人（2016）：持続可能な地下水の利用と保全－水
循環基本法及び水循環基本計画の制定を受けて－．
地下水学会誌，58（3），301-307.
千葉知世（2014）：地下水保全に関する法制度的対応
の現状：地下水条例の分析から．水利科学，58（2），
33-113.
中央環境審議会（1999）：「環境保全上健全な水循環に
関する基本認識及び施策の展開について（意見具
申）」．34p．
辻村真貴・田中　正（1996）：環境同位体を用いた降雨
流出の研究．恩田裕一ほか編「水文地形学」，古今書
院，79-87.
内閣官房水循環政策本部事務局（2017）：「地下水マネ
ジメント導入のススメ－身近な資源を地域づくりに
活かす第一歩－」．32p.
日本地下水学会・井田徹治（2009）：「見えない巨大水
脈 地下水の科学」．講談社ブルーバックス，B-1639，
267p.
的場弘行（2010）：熊本市における各主体間連携による
地下水管理政策の模索．日本水文科学会誌，40（3），
121-134.
丸井敦尚（2016）：水循環基本計画ならびに地下水保
全のためのデータ整備状況．地下水学会誌，58（3），
289-299.
森　康二・田原康博・多田和弘・山田　正・登坂博行
（2015）：流体・熱・化学物質・土砂の同時輸送過程
を考慮した統合型流域モデリング．第23回土木学会
地球環境シンポジウム講演集，23-26.
八木信一・武村勝寛（2015）：地下水保全をめぐるガバ
ナンスの動態－熊本地域を事例として－．水利科学，
58（6），1-27.
谷内茂雄（2009）：環境政策と流域管理．和田英太郎監
修・谷内茂雄ほか編「流域環境学－流域ガバナンス
の理論と実践－」，京都大学学術出版会，第 1 部第 1
章，3-13.
Ear th Security Group (2016): CEO Briefing: Global 
Depletion of Aquifers; Global companies must take 
an active role in groundwater governance to avoid 
existential risks. 19p.
FAO (2015): Global Framework for Action to achieve the 
vision on Groundwater Governance. Special Edition 
for World Water Forum 7, 111p.
Freeze, R.A. (1974): Streamflow generation. Reviews of 
Geophysics and Space Physics, 12, 627-647.
Freeze, R.A. and Cherr y, J.A. (1979): Groundwater. 
Prentice-Hall, Inc., 604p.
Freeze, R.A. and Witherspoon, P.A. (1967): Theoretical 
analysis of regional groundwater flow: 2. Ef fect of 
water-table configuration and subsurface permeability 
variation. Water Resources Research, 3, 623-634. 
Genereux, D.P. and Hooper, R.P. (1998): Oxygen and 
hydrogen isotopes in rainfall-runof f studies. In 
Kendall C. and McDonnell, J.J. eds. Isotope Tracers in 
Catchment Hydrology, Elsevier, 319-346.
Hubber t, M.K. (1940): The theor y of ground-water 
motion. Journal of Geology, 48, 785-944.
Kendall C. and McDonnell, J.J. eds. (1998): Isotope 
Tracers in Catchment Hydrology. Elsevier, 839p.
Tanaka, T. (2014): Groundwater governance in Asia: 
present state and barriers to implementation of good 
governance. IAHS Publication, no. 364, 470-474.
Tanaka, T., Yasuhara, M., Sakai, H. and Marui, A. (1988): 
The Hachioji experimental basin study-Storm runoff 
processes and the mechanism of its generation. 
Journal of Hydrology, 102, 139-164.
Tóth, J. (1963): A theoretical analysis of groundwater 
地下水学会誌　第 60 巻第 1 号　17 ～ 28（2018）
―　27　―
flow in small basins. Journal of Geophysical Research, 
68, 4795-4812.
Tóth, J. (1995): Hydraulic continuity in large sedimentary 
basins. Hydrogeology Journal, 3(4), 4-16.
Winter, T.C., Harvey, J.W., Frank, O.L. and Alley, W.M. 
(1998): Ground Water and Surface Water: A Single 
Resource. USGS Circular, 1139, 79p.
（受付：2017年 4 月30日，受理：2017年11月24日）
地下水学会誌　第 60 巻第 1 号　17 ～ 28（2018）
―　28　―
